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［要旨］ 地球温暖化を防止するための国際的な枠組みである京都議定書では地球温暖化ガス排

出量の削減目標が定められ、各国はこれに基づき温暖化ガス排出削減に取り組むこととされてい

る。その際、温暖化ガス排出量の削減は、社会経済活動に制約を課すことになるため、各国は、

実施しうる政策手段の中から取捨選択し、総合的にみて最も社会経済活動への影響が少ない政策

手段の組み合わせを模索することになる。これまで、各種技術開発や、環境税導入等の税制改革

などの政策について、社会経済に与える影響を定量的に評価した研究事例がみられる。しかし、

地球温暖化の防止を主目的とし、直接的な効果が見込める政策のみならず、温暖化防止が主目的

ではないが社会経済に大きな影響を与える政策や、長期的かつ間接的な影響が想定される政策に

ついても、温暖化ガス排出に及ぼす影響を定量的に評価し、その結果を温暖化防止政策の立案に

反映させていく必要があると思われる。 

本研究では、「国土政策」による温暖化防止効果に焦点を当て、定量的評価の可能性について

分析した。ここでいう「国土政策」とは、国土全体を対象とした空間計画や、国土全体に影響を

与えるような大規模事業や、国土全体として共通に実施される都市・地域政策の総称として用い

ている。具体的には、首都機能移転、広域的交通施設整備、コンパクトシティ政策などを想定し

ている。これらの「国土政策」は、社会経済に直接的な影響をもたらすだけでなく、国土構造に

対して長期的かつ間接的な影響を及ぼし、それが社会経済活動の変化を通じて温暖化ガスの排出

量に影響を及ぼすと考えられる。そこで、国土政策と定量的評価手法の体系的整理を踏まえ、よ

り詳細かつ具体的な分析対象として、国土政策としては首都機能移転を、定量的評価手法として

は応用一般均衡モデルを選定し、応用一般均衡モデルを用いて首都機能移転による温暖化防止効

果を定量的に評価することを想定して検討を行った。定量的評価手法に求められる要求事項を整

理し、定量的評価手法の政策評価への適用性を検証するとともに、今後の改善に向けての課題を

整理した。 
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１．はじめに 

地球温暖化を防止するための国際的な枠組みである京都議定書では地球温暖化ガス排出量の削

減目標が定められ、各国はこれに基づき温暖化ガス排出削減に取り組むこととされている。その

際、温暖化ガス排出量の削減は、社会経済活動に制約を課すことになるため、各国は、実施しう

る政策手段の中から取捨選択し、総合的にみて最も社会経済活動への影響が少ない政策手段の組

み合わせを模索することになる。これまで、各種技術開発や、環境税導入等の税制改革などの政

策について、社会経済に与える影響を定量的に評価した研究事例がみられる。しかし、地球温暖

化の防止を主目的とし、直接的な効果が見込める政策のみならず、温暖化防止が主目的ではない

が社会経済に大きな影響を与える政策や、長期的かつ間接的な影響が想定される政策についても、

温暖化ガス排出に及ぼす影響を定量的に評価し、その結果を温暖化防止政策の立案に反映させて

いく必要があると思われる。 

本研究では、「国土政策」による温暖化防止効果に焦点を当て、定量的評価の可能性について

考察する。ここでいう「国土政策」とは、国土全体を対象とした空間計画や、国土全体に影響を

与えるような大規模事業や、国土全体として共通に実施される都市・地域政策の総称として用い

ている。具体的には、首都機能移転、広域的交通施設整備、コンパクトシティ政策などを想定し

ている。これらの「国土政策」は、社会経済に直接的な影響をもたらすだけでなく、国土構造に

対して長期的かつ間接的な影響を及ぼし、それが社会経済活動の変化を通じて温暖化ガスの排出

量に影響を及ぼすと考えられる。 

そこで、国土政策と定量的評価手法の体系的整理を踏まえ、より詳細かつ具体的な分析対象と

して、国土政策としては首都機能移転を、定量的評価手法としては応用一般均衡モデルを選定し、

応用一般均衡モデルを用いて首都機能移転による温暖化防止効果を定量的に評価することを想定

して検討を行う。定量的評価手法に求められる要求事項を整理し、定量的評価手法の政策評価へ

の適用性を検証するとともに、今後の改善に向けての課題を整理する。 

 

 

２．研究目的 

 本研究では、国土全体に影響が及ぶ、あるいは全国的に共通して適用される各種政策（本研究

で国土政策と呼ぶ）について、政策の実施が国土構造（人口・企業の分布、都市の規模と密度、

都市・地域間の輸送等）に与える影響や、その結果として二酸化炭素排出量が変化する仕組みを

分析し、政策立案に活用するための評価手法を確立することを目的として研究を行う。これまで

蓄積された研究事例を踏まえ、各種国土政策による温暖化防止効果を評価するにあたっての適用

性や限界を明確にすることにより、温暖化対策としての適切な政策立案や今後の研究開発の方向

性についての基礎資料を得ることを目指す。 

 

 

３．研究方法 

 まず、代表的な国土政策についてその内容を整理するとともに、温暖化や国土構造への影響を

評価するための理論・手法の研究事例を収集し、整理した。それらを踏まえ、様々な国土政策に

対する各評価手法の適用性について検討し、適用にあたっての限界や留意点を整理した。 



 国土政策としては、大規模な公共事業や全国で共通的に適用される施策など、国土全体への影

響が予想されるものとして、以下の 10 の国土政策について、政策の概要、検討されている代替案、

予想される効果の面から内容の整理を行った。 

①公共投資総額、②公共事業における環境配慮、③首都機能移転、 

④大規模交通投資：整備新幹線、⑤大規模交通投資：高規格幹線道路、⑥情報化投資、 

⑦土地利用政策：コンパクトシティ、⑧土地利用政策：容積率規制・緩和、 

⑨経済的手法：温暖化対策税（環境税・炭素税）、⑩経済的手法：ロードプライシング 

 定量的評価手法としては、上記国土政策関連する政策の分析・評価と目的として研究開発が行

われてきたものを中心として、以下に示す各評価手法について、手法の概要、理論的根拠、仮定

条件と使用データ等について整理を行った。 

①計量経済モデル、②産業連関モデル、③応用一般均衡モデル、④土地利用－交通モデル 

 研究の実施方法としては、関連する学会論文や報告書などの文献調査をベースに、国土政策や

定量的評価手法の研究者からの情報提供や助言を踏まえ、ブレーンストーミング的な議論を通じ

て机上検討を行い、とりまとめた。 

 

 

４．結果・考察 

（１）国土政策の内容の体系的整理 

「国土政策」の範疇に入る具体的政策は多種多様なものがあり、定量的評価の可能性についての一般

論的な検討は困難なため、対象とする政策を特定して検討することとする。本研究では、大規模な公共事

業や全国で共通的に適用される施策など、国土全体への影響が予想される政策として、表－１に示す 10
の国土政策を検討対象とした。 



表－１ 対象とする国土政策と想定される地球温暖化への影響 

 

国土政策 想定される地球温暖化への影響 

公共投資総額 

公共投資総額が地球温暖化に及ぼす影響は、主に公共投資が需要を創出する効果（いわゆる

乗数効果あるいはフロー効果）及び社会資本の蓄積を通じて経済の生産性を改善する効果（生

産力効果あるいはストック効果）がある。フロー効果に関しては、経済活動が活発になることで二

酸化炭素排出量が増加する。ストック効果に関しては、フロー効果と同様に GDP の増加を通じ

て二酸化炭素排出量が増加する効果がある一方、経済活動の効率化を通じて二酸化炭素排

出量を減少させる効果もあり、総合的な効果としては一概には判断できない。 

公共事業におけ

る環境配慮 

公共事業における環境配慮には様々なものが考えられるが、今後特に注目されるものとして建

設リサイクルがある。それが地球温暖化に与える影響としては、資源を再利用することによって

二酸化炭素排出量を抑制することが考えられる。しかし、場合によっては再利用の過程で二酸

化炭素の排出量がかえって増えることもあり得るので、定量的な評価が望まれる。 

首都機能移転 

首都機能移転が地球温暖化に及ぼす影響の経路としては、首都機能移転が東京一極集中の

是正につながることがあげられる。東京一極集中の是正によって、東京における通勤混雑、交

通渋滞などが改善されると、二酸化炭素排出量は抑制されると期待される。しかし、首都機能移

転は東京だけでなく全国の交通パターンに影響を及ぼすと想定されることから、総合的に二酸

化炭素排出量に及ぼす影響を検討する必要がある。特に、首都機能移転先と東京の間の交通

に伴う二酸化炭素排出には注意が必要である。さらに、首都機能移転に伴う建設活動からの二

酸化炭素の排出や、森林等の吸収源の喪失が考えられるので、それらについてもあわせて検討

が必要である。 

大規模交通投資：

整備新幹線 

整備新幹線が地球温暖化に及ぼす影響としては、主には、地域間の所要時間短縮等交通サ

ービスの改善が及ぼす二酸化炭素排出量への影響であり、道路及び航空から利用者が転換す

ることは二酸化炭素排出量を抑制する方向に働くと期待される。一方、新幹線の建設に伴い発

生する二酸化炭素や、沿線における新たな企業立地など経済の活発化によっては新たに二酸

化炭素排出量が増加すると想定される。 

大規模交通投資：

高規格幹線道路 

高規格幹線道路については、整備による旅行速度の改善や、既存道路の渋滞緩和によって二

酸化炭素排出量を抑制することが期待される。一方、整備新幹線と同様に、建設や新たな企業

立地による影響も総合的に評価することが必要である。 

情報化投資 

情報化投資が地球温暖化に及ぼす影響としては、情報化することによって移動が不要となり交

通量が削減される効果、高度道路交通システム（ITS）の配備によって渋滞が緩和されること、ま

た共同集配送など流通システムが効率化されることによって二酸化炭素排出量の削減されるこ

とが想定される。しかし、E コマースなどの情報化によって輸送量が減少するかどうかなど、情報

化が地球温暖化に及ぼす影響については現在のところ不明な点が多い。 

土地利用政策：コ

ンパクトシティ 

コンパクトシティの概念は明確化されていないが、地球温暖化に関連する特性としては、居住や

就業の高い密度、複合的な土地利用、自動車だけに依存しないことがあげられる。このような空

間的特性から、地球温暖化に及ぼす影響として、自動車交通量の減少による二酸化炭素排出

量の削減が期待される。 

土地利用政策：容

積率規制・緩和 

容積率規制・緩和が地球温暖化に及ぼす影響は、コンパクトシティとほぼ同様であり、都心に住

宅を確保することによって、通勤時間が短縮されること、道路混雑が緩和されることにより二酸化

炭素排出量の削減が想定される。 

経済的手法：温暖

化対策税（環境

税・炭素税） 

温暖化対策税は、二酸化炭素排出の外部費用を内部化することであり、排出量削減のインセン

ティブを与えることができる。二酸化炭素排出の少ない財サービスへ需要を転換したり、燃料消

費を抑制する効果が期待される。また、その収入を用いて環境対策等の新たな財源とすることも

想定される。 

経済的手法：ロー

ドプライシング 

ロードプライシングは、道路利用に伴う外部費用を内部化することであり、地球温暖化税と同様

に、排出量削減のインセンティブを与えることができる。交通量の削減及び旅行速度の向上によ

る二酸化炭素排出量の削減、さらに、環境対策や交通システムの改善の新たな財源とすること

が期待される。 



 

（２）定量的評価手法の体系的整理 

定量的評価手法も実に多種多様なものが考えられる。ここでは、上記国土政策と関連する政策

の分析・評価と目的として研究開発が行われてきたものを中心として、表－２に示す各評価手法

を検討対象とする。表－２では、各手法の概要、理論的根拠、仮定条件と使用データ等について

整理を行った。 

表－２ 対象とする定量的評価手法およびそれらの特色と一般的適用性 

 

（３）定量的評価手法に求められる一般的要求事項および各手法の達成度 

定量的評価手法に求められる要求事項を、モデルを構築する段階での容易さ、モデルを用いて

政策分析を行う際の容易さ、評価結果を用いて政策論議に活用する際の利用性の面から、以下の

とおり整理した。 

(a) モデル構築の容易さ 
①既存データの利用可能性、②簡素なモデル構造、③現況再現性、④パラメータの統計的信頼

性 

(b) モデル分析の容易さ 
①モデルの操作性、②予測安定性、③政策ニーズへの迅速な対応性、④理解しやすいアウトプ

ット 

(c) 評価結果の利用性 
①政策のきめ細かな分析可能性、②モデル構造の説明可能性、③モデルの理論的根拠・整合性、 

定量的評価手法 評価手法の特色と適用性 

計量経済モデル 

計量経済モデルは、経済予測を主な目的として多くのモデルが作成されているが、地球

温暖化に適用された事例は少ない。理論的根拠は、経済学のケインズ理論にあり、不均

衡状態を想定しているので経済対策が失業に与える影響を分析することができる。長所と

しては、時系列データからモデル推定を行うため、長期の経済予測が安定的に可能であ

る。一方、多数の時系列データを必要とすることはモデル構築にとっては短所である。 

産業連関モデル 

産業連関モデルは、一定期間の経済取引から作成された産業連関表を用いた分析であ

り、多様な生産活動、消費活動に伴い発生する二酸化炭素排出量を算出することがで

き、ライフサイクルアセスメント（LCA）に利用することができる。経済理論としては、各部門

の投入量は生産量に比例するといった線形性が仮定されているため、操作性に富んでお

り、計算技術上で実用的な利点がある。一方、交通サービス水準や財サービス価格の変

化などが需要に及ぼす影響を内生的に算出することは難しく、需要を外生的に与えた上

で、誘発される二酸化炭素排出量を算出することとなる。 

応用一般均衡モデル 

応用一般均衡モデルは、経済学の一般均衡理論に依拠しており、経済主体の合理的行

動、各市場の需給均衡を仮定している。適用範囲が広いモデルであり、比較的少ないデ

ータからモデルを構築することができる。また、家計、企業といった経済主体別の影響を

みることができる。一方、通常は一時点のデータ及び既存の研究成果からパラメータを設

定するため、パラメータの統計的信頼性は低い。また、モデルを動学化し、長期的な影響

を予測することは、現在のところ困難がある。 

土地利用－交通モデル 

土地利用－交通モデルは、交通計画の策定において都市の土地利用を予測するための

土地利用モデルと交通需要予測モデルを統合したものである。主に都市圏という空間的

範囲を対象として土地利用と交通需要を整合的に予測できることが長所であるが、短所と

して、モデル構築に多くのデータを必要とすることがあげられる。 



④モデルの作成・予測に要する費用や時間、⑤モデル予測結果の信頼性 

以上の要求事項に対し、各評価手法がどの程度達成しているのかを表－３に整理した。 

 

表－３  各評価手法の一般的要求事項の達成度 

要  求  事  項 
計量経済 

モデル 

産業連関 

モデル 

応用一般  

均衡モデル 

土地利用－ 

交通モデル 

モデル構

築の容易

さ 

既存データの利用可能性 ○ ○ △ △ 

簡素なモデル構造 △ ○ ○ △ 

現況再現性 ○ ○ ○ △ 

パラメータの統計的信頼性 ○ × × △ 

モデル分

析の容易

さ 

モデルの操作性 △ ○ △ × 

予測安定性 △ ○ △ × 

政策ニーズへの迅速な対応性 △ △ △ △ 

理解しやすいアウトプット ○ ○ ○ △ 

評価結果

の利用性 

政策のきめ細かな分析可能性 ○ △ △ △ 

モデル構造の説明可能性 △ ○ ○ △ 

モデルの理論的根拠・整合性 × △ ○ △ 

モデルの作成・予測に要する費用や時間 × △ × × 

モデル予測結果の信頼性 △ △ △ △ 

○：十分に達成、△：達成度はやや劣る、×：達成していない 

 

（４）各国土政策に対する定量的評価手法の適用性 

 各国土政策に対し、各定量的評価手法がどの程度適用可能なのかについて、1990 年代後半から

現在までに報告された代表的な研究論文の整理を行い、国土政策側から見た場合と、評価手法側

から見た場合に分けて整理した。各国土政策に対する定量的評価手法の適用性について、表－４

に示す。 

表－４ 各国土政策に対する定量的評価手法の適用性 

国 土 政 策 
計量経済  

モデル 

産業連関  

モデル 

応用一般  

均衡モデル 

土地利用－

交通モデル 

公共投資総額 ○ △ ○ × 

公共事業における環境配慮 △ △ △ △ 

首都機能移転 ○ △ ○ △ 

大規模交通投資：整備新幹線 ○ △ ○ △ 

大規模交通投資：高規格幹線道路 ○ △ ○ △ 

情報化投資 △ △ △ × 

土地利用政策：コンパクトシティ × × △ ○ 

土地利用政策：容積率規制・緩和 × × △ ○ 

経済的手法：温暖化対策税（環境税・炭素税） ○ △ ○ × 

経済的手法：ロードプライシング ○ × ○ ○ 

○：十分適用可能、△：部分的に適用可能または適用にやや難あり、×：適用困難または対象外 

 



（５）応用一般均衡モデルによる首都機能移転の評価の可能性 

ここでは、国土政策として首都機能移転を、定量的評価手法として応用一般均衡モデルをとりあげて、

やや詳細な検討を行うこととする。 
① 首都機能移転と応用一般均衡モデルを選定した理由 
首都機能移転と応用一般均衡モデルを選定した理由は、以下のとおりである。 
首都機能移転は、単一の事業としては大規模で、全国的な影響が想定され、長期的かつ間接的な影

響も予想されることから、本研究の趣旨によく合致していると思われる。また、首都機能移転の影響を定量

的に評価する研究事例も存在し、社会的なニーズや評価手法面での熟度もある程度あるものと思われ

る。 
応用一般均衡モデルは、国土政策や社会資本整備分野に適用された歴史は浅く、事例も限られてい

るが、近年精力的に研究開発が進められている。また、計量経済モデルと比べると、モデル構造自体がミ

クロ経済学に基づいており、費用便益分析など他の経済分析手法と理論的な整合性を取りやすいという

特徴を持ち、分析の根拠や想定している因果関係を説明しやすいという利点がある。 
② 首都機能移転による地球温暖化への影響項目の抽出 
 首都機能移転による地球温暖化への影響項目を抽出するため、これまでに首都機能移転による効果を

定量的に評価することを試みた既存研究として、東京都、岐阜愛知新首都推進協議会、平修久氏、首都

機能の環境に関する研究会に着目し、それらの検討結果から想定されている影響項目を抽出した。 
③ CGEモデルによる CO2排出の分析可能性 
 抽出した影響項目のそれぞれに対し、まず CO2 排出量への影響の有無で評価した後、CGE モデルで
の分析可能性を検討し、さらに定量的評価のための対応・改善方向を検討した。CGEモデルでの分析可
能性の分類基準は表－５に示す。また、以上を整理した結果を表－６に示す。 
 

表－５ CGE モデルによる分析可能性の分類基準 

首都機能移転との一体不可分性による分類 CGE による評価可能性による分類 記号 

影響項目が首都機能移転により直接的に引き起こ

されるもので、首都機能移転と一体不可分の評価

が行われるべきもの 

CGEでの評価実績があるなど、十分に評価で
きる項目 Ａ 

CGE で部分的に評価可能、評価にやや難あ
り、別モデルでの評価が妥当な項目 Ｂ 

定量的な評価が困難な項目 Ｃ 

影響項目が首都機能移転とは関連しつつも別の

意思決定により引き起こされるもので、首都機能移

転の評価とは独立の評価を行うべきもの 

CGEでの評価実績があるなど、十分に評価で
きる項目 Ｄ 

CGE で部分的に評価可能、評価にやや難あ
り、別モデルでの評価が妥当な項目 

Ｅ 

定量的な評価が困難な項目 Ｆ 

 

 



 
 
 

表－６ 首都機能移転による影響項目と CGE モデルによる CO2 排出量の分析可能性 

影 響 項 目 
東
京
都 

岐
阜
愛
知 

平
論
文 

環
境
研
究
会 

CO2
排出
量へ
の影
響 

CGE モ
デルで
の分析
可能性 

定量的評価のための対応・改善方向 

①
新
都
市
建
設 

a)新都市建設 ○ ○ ○  ○ Ｂ 産業連関モデルによる経済波及効果算定 

b)新都市交通網の整備        

 

1)新都市交通網整備    ○ ○ Ｄ 交通需要予測のための CGE の実績あり 

2)新交通システム    ○ ○ Ｄ 同 上 

3)クリーンエネルギー自動車    ○ ○ Ｅ CGE では実績なく、別途積み上げで対応 

4)テレワーク    ○ ○ Ｆ 定量的評価の実績なく、別途積み上げ 

c)執務・居住空間の変化        

 
1)執務空間の変化 ○ ○ ○  － Ｂ － 

2)居住空間の変化 ○ ○ ○  － Ｂ － 

d)移転先用地の用途転用  ○   ○ Ｃ 首都機能移転計画の一環として別途設定 

e)都市環境の変化    ○ ○ Ｃ 
土地利用モデル等をサブモデルとして対

応 

②
首
都
機
能
の
位
置
の 

変
更 

a)引越 ○ ○ ○  ○ Ｂ 
移転人口に引越による原単位を乗じて算

定 

b)通勤時間の変化        

 
1)自動車での通勤の変化 ○ ○ ○  ○ Ｄ 交通需要モデルを用いて道路網を評価 

2)鉄道での通勤の変化 ○ ○ ○  ○ Ｄ 交通需要モデルを用いて鉄道網を評価 

c)首都機能訪問の変化 ○ ○ ○  ○ Ａ 
CGE で企業の生産行動や世帯の消費行

動から訪問回数をモデル化 

d)首都機能との通信の変化 ○ ○ ○  － Ｂ 
CGE で企業の生産行動や世帯の消費行

動から通信需要をモデル化 

③
東
京
圏
の
大 

都
市
問
題
緩
和 

a)通勤混雑の変化 ○ ○ ○  ○ Ａ CGE で都市人口と鉄道混雑度をモデル化 

b)道路交通渋滞の変化 ○ ○ ○  ○ Ａ CGE で都市人口と渋滞発生をモデル化 

c)移転跡地の利用        

 
1)都心 ○ ○ ○  ○ Ｃ 移転跡地利用をシナリオで付与 

2)住宅地  ○   ○ Ｃ 移転跡地利用をシナリオで付与 

④
公
共
部
門
の
サ
ー
ビ
ス
の
変
化 

a)エネルギーの需要変化    ○ ○ B 人口規模に需要単価を乗じる 

b)水源開発の変化        

 
1)水源開発  ○ ○  ○ Ｅ 人口規模に需要単価を乗じて算出 

2)中水・雨水利用システム    ○ ○ Ｆ 整備のシナリオを付与 

c)高度廃棄物処理システムの導

入 
   ○ ○ Ｆ 整備のシナリオを付与 

d)現庁舎・宿舎の建て替えの削減 ○ ○   － Ｂ 庁舎・宿舎の維持更新パターンから推定 

e)情報バックアップセンター整備  ○   － Ｆ 整備のシナリオを付与 

f)移転による東京圏での公共公益

施設整備の削減 
 ○   － Ｅ 施設整備に対する需要の削減量から推定 

 



④ CGEモデル（帰着便益構成表）を用いた評価のフロー 

二酸化炭素排出削減効果を直接応用一般均衡モデル（CGE）を用いて分析することはでき

ない。また、③で整理したように費用便益の項目すべてに CGE を導入することはできない。

そのため、温暖化防止効果の計測に応用一般均衡分析を適用する際には、想定される国土

政策に関連する便益計測項目を詳細に列挙した後、CGE で計測可能なものと不可能なもの

を分け、可能なものについては CGE で分析し経済活動量を導出、その他のものについては

シナリオやサブモデルを構築することで経済活動量を導出する。最終的には、導出された

経済活動に対し、二酸化炭素排出原単位をかけることで二酸化炭素排出量を測定する。 

 以上のフローを図－１に示す。 
 

国土施策

関連項目の整理

地域間帰着便益
構成表作成

応用一般均衡で
分析不可能な項目

応用一般均衡で
分析可能な項目

シナリオで想定サブモデル作成

経済活動の導出

地域間帰着CO
2

構成表作成

経済活動別
CO
2
原単位の作成

経済活動別
便益計測

 

図－１ 地域間帰着構成表の作成フロー 



⑤ 地域間帰着便益構成表及び地域間帰着 CO2構成表の作成 

ここでは、②で整理した費用便益項目とそれに関わる地球温暖化（二酸化炭素の排出量）に

関して、表－７に示す地域間帰着構成表に整理する。 
 

表－７ 地域間帰着便益構成表 

合計

中央 企業 世帯 地主

政府 自治体 既存 転入 既存 転入 自治体 既存 転入 既存 転入 自治体 既存 既存

A B C D E F G H I J K L M N 0 R

(1)新首都の建設

1)新首都建設 ◆ ◆ －

2)新都市交通網の整備 ◆ ◆ ー

3)建設時の生産額の変化 ◆ ◆ ◆ ?

4)執務空間の変化 ◆ ◆ ◆ ?

5)居住空間の変化 ◆ ◆ ?

6)土地費用・収入の変化 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 0

7)気温に関する環境の変化 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

8)移転人口の変化に伴う規
模、集積の経済

◆ ◆ ◆ ◆ ◆

(2)首都機能の位置の変化

1)引越費用 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ －

2)通勤時間の変化 ◆ ◆ ?

3)単身赴任世帯の二重負担 ◆ ◆ －

4)連絡事務所の経費の変化 ◆ ?

5)首都機能訪問の交通費用の
増加

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ?

6)単身赴任世帯による東京圏
－新首都往復費用

◆ ◆ －

7)首都機能との通信費用の変
化

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ?

8)単身赴任世帯による東京圏
－新首都の通信費用

◆ ◆ －

9)建設後の生産額の変化 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ 0

(3)東京圏の大都市問題の緩和

1)通勤混雑の変化 ◆ ◆ ◆ ＋

2)道路交通渋滞の変化 ◆ ?

3)移転跡地の利用変化 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

4)防災性の変化 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ?

(4)行政需要の変化

1)エネルギー需要の変化 ◆ ◆ ◆ ?

2)水需要の変化 ◆ ◆ ◆ ?

3)ゴミ処理費用の変化 ◆ ◆ ◆ ?

4)基盤・施設の維持管理費の
変化

◆ ?

5)首都機能・準首都機能関連
費用の変化

◆ ◆ 0

6)行政サービス費用の変化 ◆ ◆ ◆ 0

7)地震災害の回避・リスク分
散

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ＋

(5)その他

1)外国政府要人来日の際の交
通規制

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ?

2)人口変化に伴う税収及び歳
出の変化

◆ ◆ 0

? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?

世帯

新首都 その他の地域

合計

東京圏

企業 世帯 企業

 



また、地域間便益帰着構成表の各要素に対し、CO2排出量の原単位を乗じることによって地域間

の帰着 CO2構成表が表－８のとおり得られる。 

 

表－８ 地域間帰着 CO2構成表 
地域別計 総計

中央 企業 世帯 地主 東京圏 新首都 他地域

政府 自治体 既存 転入 既存 転入 自治体 既存 転入 既存 転入 自治体 既存 既存 帰着計 帰着計 帰着計

A B C D E F G H I J K L M N 0 RA RB RC

(1)新首都の建設

①資材運搬、工事用車両の移
動

◆(＋) ◆(＋) ◆(＋) ◆(＋)

①新都市交通網整備（事業効
果）

◆(＋) ◆(＋)

②新交通システム導入（施設
効果）

◆(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◆(－) ◆(－) ◆(－) ◆(－) ◆(－) ◇(－) ◇(－) □(－) ■(－) □(－) ■(－)

③クリーンエネルギー自動車
導入

◆(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◆(－) ◆(－) ◆(－) ◆(－) ◆(－) ◇(－) ◇(－) □(－) ■(－) □(－) ■(－)

④テレワーク ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) ◇(－) □(－) □(－) □(－) □(－)

①移転先用地の用途転用 ◆(－) ◇(＋) ◆(－) ◇(＋) ◆(－) □(・) ■(・) ■(・)

②地域冷暖房 ◆(－) ◇(－) ◆(＋) ◇(－) ◆(＋) ◇(＋) ◆(－) ◇(＋) ◆(－) □(・) ■(・) ■(・)

③都市緑化 ◆(－) ◇(－) ◆(＋) ◇(－) ◆(＋) ◇(＋) ◆(－) ◇(＋) ◆(－) □(・) ■(・) ■(・)

2)新首都の交通網の整備

1)新首都の建設

世帯

新首都 その他の地域東京圏

企業 世帯 企業

7)気温に関する環境の変化

 
(2)首都機能の位置の変化

①引越に伴う人・物の移動 ◆(＋) ◆(－) ◆(－) □(・) ■(・) ■(・)

①自動車での通勤の変化 ◆(＋) ◆(－) ◆(－) □(・) ■(・) ■(・)

②鉄道での通勤の変化 ◆(＋) ◆(－) ◆(－) □(・) ■(・) ■(・)

①交通手段の変化に伴う排気
ガス排出量の変化

◆(－) ◆(＋) ◆(＋) ◆(＋) ◆(－) ◆(－) ◆(－) ◆(・) ◆(・) □(・) ■(・) ■(・)

②移動時間の変化に伴う排気
ガス排出量の変化

◆(－) ◆(＋) ◆(＋) ◆(＋) ◆(－) ◆(－) ◆(－) ◆(・) ◆(・) □(・) ■(・) ■(・)

①排気ガス排出量の変化 ◆(＋) ◆(＋) □(＋) ■(＋) ■(＋)

(3)東京圏の大都市問題の緩和

①排気ガス排出量の変化 ◇(－) ◆(＋) ◆(－) ■(・) ■(・)

①排気ガス排出量の変化 ◇(－) ◆(＋) ■(・) ■(・)

①都心の利用の変化 ◇(－) ◆(＋) ■(・) ■(・)

①住宅地の利用の変化 ◇(－) ◆(＋) ■(・) ■(・)

(4)行政需要の変化

①新たなエネルギー発電シス
テムの開発効果

◆(－) ■(－) ■(－)

①水源開発 ◇(－) ◇(＋) ◇(－) □(＋) □(・)

②中水利用システムの効果 ◇(－) □(－) □(－)

③雨水利用システムの効果 ◇(－) □(－) □(－)

①システムの高度化による環
境の変化

◆(－) ■(－) ■(－)

▲(・) ▲(＋) ▲(・) ▲(＋) ▲(・) ▲(＋) ▲(・) ▲(・) ▲(－) ▲(・) ▲(・) ▲(・) ▲(・) 0 0

2)通勤時間の変化

2)道路交通渋滞の変化

合計

1)引越費用

3)ゴミ処理費用の変化

2)水需要の変化

1)エネルギー需要の変化

5)首都機能訪問の交通費用の増
加

6)単身赴任世帯による東京圏－
新首都往復費用

1)通勤混雑の変化

3)移転跡地の利用の変化

 



（６）まとめと今後の課題 

本研究では、国土政策による温暖化防止効果を定量的に評価する可能性を検討するため、具体

的な国土政策を想定し、いくつかの定量的評価手法を対象として適用性を検討した。また、国土

政策として首都機能移転を、定量的評価手法として応用一般均衡モデルに焦点を当て、特に多様

な影響項目の分析可能性や、評価のための対応・改善方向について整理した。 

ただし、本研究で提案した評価手法は、これまでの研究事例をもとに概念的な評価モデルを構

築した段階で、実用化に向けての妥当性の検証や実証分析に基づく評価精度の検証までは至って

いない。例えば、表－３，４，５で、各評価手法に対していくつかの視点から評価を行っている

が、現時点ではいくつかの文献や開発に携わった方々からの非公式の情報をもとに、主観的な判

断に基づき設定したものであり、あくまでも私案のレベルに過ぎない。また、便益帰着構成表に

よる評価フレームの構築は、現時点では概念的な試行モデルの段階にとどまっている。今後、評

価の視点や基準について見直すとともに、各手法の評価について検討を深める必要がある。 

 

 

５．本研究により得られた成果 

京都議定書に定められた温暖化ガス排出量の削減目標を達成することは、ＣＯＰ３議長国のわ

が国に課せられた使命であると考えられることから、あらゆる政策を対象として温暖化防止効果

を検証し、最適なポリシーミックスを模索していくことは極めて重要である。しかしながら、こ

れまでは国土政策という間接的かつ長期的な影響をもたらす政策による温暖化への影響を定量的

に評価しようとする試みは、評価手法の未熟さ、実務的な評価の困難さ、政策論議との整合性の

欠如などの理由により進んでいなかったと思われる。そのようななか、本研究では、具体的な国

土政策を想定し、いくつかの定量的評価手法を対象として、国土政策による温暖化防止効果の定

量的評価手法の確立を目指した検討を行った。その結果、国土政策の特性や評価手法に求められ

る要求事項の観点から評価手法の適用性を整理し、より信頼性の高い評価を行うための改善方向

をとりまとめた。今後の課題も多く残されたものの、温暖化ガス排出量という数値目標が設定さ

れるなかでの政策論議には、具体的な国土政策を議題に乗せたうえでの定量的評価手法の活用は

不可欠になると思われることから、そのための新たなアプローチとして本研究は位置づけること

ができる。本研究の成果の発展方向としては、政策論議に耐えうる定量的評価手法の開発や、そ

れを用いた現実的な政策論議の活発化が考えられる。 
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